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１．はじめに 

  

高度経済成長期以降、東京大都市圏（一都三県＋茨

城県南西部）は、都心部への機能の一極集中に伴う諸問

題に常に直面してきた。交通渋滞、通勤時間の長時間化

や混雑、住宅問題、環境問題、災害への脆弱性などがそ

れである。首都圏整備法1)もその点が意識された内容と

なっており、それに基づいて、様々な施策が講じられて

きた。これらの施策が目指した方向性は実際どの程度実

現してきたかを分析することは有用である。 

また近年、途上国大都市においても経済発展に伴っ

てモータリゼーションが進展し、人口・業務立地の集中

とも相まって、環境負荷増大、渋滞発生などが社会問題

となっている。国連によると、2025年までに 114もの
途上国大都市において人口は 400 万人を超えると予測
されている。これに伴って、今後多くの途上国大都市で

業務機能の郊外への分散が進んでいくと予想される。そ

ういったところでは大都市が成長する前の段階で適切な

立地および交通政策誘導が非常に重要となる。 

森地（2005）は東京大都市圏における一極集中によ
る通勤交通量および通勤時間の増大を問題として挙げ、

周辺地域への機能分散の必要性を指摘した上で、モータ

リセーション進展に比べ公共交通整備が先行し、しかも

郊外までに展開したという、世界的に見て独特な過程を

持つ大都市圏であることを示し、このような発展過程を

把握することは、現在十分な公共交通整備がなされぬま

まに成長過程にある途上国大都市に対して様々な示唆を

与え得ることを指摘している2)。 
そこで本研究では、東京大都市圏の 1960 年代以降の
発展過程を、業務立地および通勤特性の空間的・時間的

変遷に着目して簡便に把握する方法を開発し、それを用

いて、大都市圏政策とその実態について考察することを

目的とする。その上で、途上国大都市における立地およ

び交通に関する政策の方向性を検討するための基礎的な

知見を得ることを目指す。 

 

２． 大都市圏発展過程の分析方法 

 

本研究では、分析対象地域を東京大都市圏（一都三

県および茨城県南西部）とし、2003年4月1日現在の市
区町村337ゾーンに分割した。本研究における分析手法
は主に北米の大都市圏において行われた分析手法を改良

したもので、データ制約のある途上国においても分析可

能な手法である3)。 

  

(1) 業務立地分布の変遷 

業務立地分布の変遷に関しては、従業者人口密度によ

るランクサイズ分布3)を用いて分析する。横軸に各ゾー

ンの従業者人口密度順位、縦軸に従業者人口の対数をと

る。続いて得られたグラフにおける変曲点とその中間と

で、従業者人口密度の高い順に4つのカテゴリーに分類
する。カテゴリー1を中心部の高密度なゾーン、カテゴ
リー2を中心部周辺において集積したゾーン、カテゴリ
ー3を郊外ゾーン、カテゴリー4を低密度ゾーンと定義
し、各カテゴリーの変化過程を追う。また、それぞれの

グラフの各時点における概形の変化から、発展の様子を

大まかに把握することができる(図1)。 
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図1 ランクサイズ分布による 

都市圏業務立地の変遷過程把握 

(2) 通勤特性 

通勤特性の変遷に関しては、通勤動態および通勤利



便性に着目する。 

通勤動態は、公共交通分担率、通勤選好曲線を算出

して変化過程を確認する。これは、都市構造の変化に伴

う通勤交通流動の変化を視覚的に、また計量的に分析す

る手法として提案されたものである(桝谷,2001)。曲線
を描く際には、首都圏パーソントリップ調査で得られた

OD表を用いる。 

 まず、分析対象となるゾーン j を選び、そのゾーン j
を目的地とする全てのゾーン間移動を交通抵抗の小さい

順に並べ替える。本研究では交通抵抗として所要時間を

用いる。 

j を目的地とする出発ゾーンの中で、k 番目に小さい
交通抵抗を持つ出発ゾーンを i とする。横軸 には総

トリップに対し、出発ゾーン iからすべてのゾーンに向
けて発生するトリップの累積比率をとり（2）、縦軸
には当該ゾーンに集中する総トリップ数に対するゾ

ーン iからの累積比率をとる（3）。 
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３． 業務立地の変遷 

 

本研究では事業所企業統計調査を用い、1963年、198
1年、2001年の3時点において分析を行った。図2に東京
大都市圏の各時点におけるランクサイズ分布を、図3に

カテゴリーの分布図を示す。また、表1には各カテゴリ

ーにおける従業者人口の内訳と時点間の従業者人口増加

率を示す。 
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れをすべての k に対して計算し、プロットしたも
、通勤選好曲線である。この曲線は、内々トリップ

め抵抗の小さい（短時間の）区間での通勤割合が大

と曲線は縦軸に近づき（左上にシフト）、抵抗の大

（長時間の）区間での通勤割合が増加すると曲線は

から離れる（右下にシフト）という特徴を有する。 
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図2  通勤選好曲線の例 

勤利便性の把握については重力タイプのアクセシ

リティ指標を用いる (4)。各ゾーンの魅力度指標に
業者人口を用いる。 
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図4 3時点における業務立地カテゴリー分布図 
 

表1 各業務立地カテゴリーの従業者人口と増加率 

カテゴリ

ー 

1963 

人口 

(百万) 

増加

率(%)

1963-

1981  

1981 

人口 

(百万) 

増加率

(%) 

1981‒

2001   

2001 

人口 

(百万)

1 4.53

(56.8%)

69.5 7.68 

(52.4%) 

32.2 10.15

(53.2%)

2 2.10

(26.3%)

155.7 5.37 

(32.6%) 

34.2 7.21

(37.8%)

3 1.14

(14.3%)

34.2 1.53 

(10.4%) 

8.5 1.66

(8.7%)

4 0.21

(2.6%)

-63.3  0.77 

(0.6%) 

-33.8 0.51

(0.3%)



図 3 のグラフの概形は、1963 年から 1981 年にかけ
て大きく変化している。特にカテゴリー2 に該当するゾ
ーンの増加が顕著であり、このことは表1の従業者人口

増加率にも現れている。これは従業者人口が中心部周辺

において増加したゾーンが多く存在していることを示し

ている。このことは図 4における 1963年から 1981年
にかけて、中心部周辺におけるカテゴリー2 の広がりに
よっても確認することができる。 

1981 年から 2001 年にかけては、グラフの概形はほ
とんど変化せずに若干上にシフトしている。これは従業

者人口分布がほとんど変化せず対象地域全体で一様に増

加したことを示している。カテゴリー1 およびカテゴリ
ー2 の若干の広がりはあるものの、分布は大きくは変化
していない。 

また、3 時点において、カテゴリー1 に属するゾーン
のグラフはほとんど変化していないことが分かる。これ

はカテゴリー1 に属するほとんどのゾーンは首都圏整備
法において「既成市街地」に指定されており、過度の集

中を抑えることができたためと考えられる。 

これに対し、1981年および2001年においてカテゴリ
ー2に属するゾーンは、ほぼ「近郊整備地帯」に一致し、

これらのゾーンでは1963年から1981年にかけて増加が
見られる。 

 以上のことから、従業者人口の観点からは、一極集中

の緩和を目指した大都市圏政策に一定の効果はあったと

判断できる。 

 

４． 東京大都市圏における通勤特性の変遷 

 

(1) 通勤動態の把握  
中心部に位置するゾーンとして、東京都品川区およ

び渋谷区を、中心部から少し離れた、業務機能の集積し

たゾーンとして川崎市川崎区を、中心部から離れたゾー

ンとして八王子市と小田原市を選び、1968年、1988年、
1998 年の 3 時点において全通勤交通量を考慮して通勤
選好曲線を作成した（図5）。 

中心部から郊外部に向かうにつれてグラフは左上に

シフトしている。品川区では、時点を追うごとにグラフ

は右下にシフトしているので、より広範なゾーンから通

勤客を集めるようになっていることが分かる。渋谷区に

ついても同様のことがいえるが、変化の度合いは小さい。

川崎市川崎区や小田原市では1968年から1988年にかけ
てグラフは左上にシフトしているので、わずかに短距離

通勤の割合が増加したことが分かる。八王子市は若干で

はあるが、右下にシフトしている。 

1960年代から現在に至るまで、各ゾーンの通勤動態
は大きく変化していないが、今後、道路渋滞や公共交通

の混雑などといった中心部への通勤負担を軽減させるた

めには、中心部ゾーンと周辺部ゾーンの曲線が近づくよ

う中心部では左上にシフトすることが望ましいといえる。 

続いて、図6に 3時点における通勤トリップの公共交
通(鉄道・都電・バス)分担率分布を示す。 
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図6 公共交通分担率 

からおよそ 50km 以内の広い範囲で高い値となって
いる。中心部に近づくにつれて高くなっており、山手線

内では 80％を超える。東京大都市圏における公共交通
のほとんどは鉄道が担っており、鉄道網の充実が高い公

共交通分担率を実現しているといえる。 
  

(2) 

1968 年、1988
む通勤アクセシビリティを算出する。これは当該ゾ

ーンに集中する、各出発ゾーンからの通勤利便性を足

し合わせることによって得られる。 

図 7 に、3 時点における通勤アクセシビリティ
示す。この分布図では、各時点において算出した各

時点の通勤アクセシビリティをその時点の全域の平均

値で除した値を表示している。 
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図5 通勤選好曲線 



 

 

 

 

 

 

図 7 より、密な鉄道路線網を有する中心部において、

通

リティの向

上

． 分析のまとめと途上国大都市への示唆 

東京大都市圏において業務機能が集積し、成長を続け

充実した鉄道路線網が存在し

た

おいても公共交通の整備ま

た

国大都市において今後公共交通指向

の

可能

な

勤アクセシビリティが特に高い値を示す傾向が 3 時点
とも共通していることがわかる。1968 年においては、
中心部から離れるにつれてアクセシビリティも低下して

いる。これは郊外部の鉄道整備が進んでいなかったこと

と、業務機能集積が完全な一極集中にあったことが理由

である。1968年から 1988年にかけては、中心から半径
50km 以内の地域においてアクセシビリティの増加が顕
著である。1988 年以降は、中心部から離れたゾーンに
おいても、アクセシビリティの高いゾーンが見られ、

1968年のような分布にはなっていない。 
中でも関東西部地域におけるアクセシビ

が顕著である。八王子市や町田市は中心部から距離は

離れているが、1988 年と 1998 年のどちらも高い値と
なっている。このことから、距離は離れていても、中心

部へ直接行ける鉄道路線が存在するゾーンはアクセシビ

リティが向上していると言える。また 1986年以降、首
都圏整備計画において業務核都市に指定されているゾー

ンにおいて、1988年以降は高い値となっている。 
 

５

 
 

る周辺都市では通勤アクセシビリティが高くなっている

ことから、大都市郊外部において新拠点を発展させるた

めには、通勤利便性を向上させることが重要であり、そ

の方法として鉄道に代表される公共交通網の整備が求め

られることがわかる。 
東京は、発展以前から

ため、その路線網を前提として通勤利便性の高い都市

を選び、新拠点(業務核都市)として発展させることが可
能であったが、途上国大都市において分散集中型の都市

構造の構築を目指すには交通網の整備と新拠点の選定を

同時に行う必要がある。 
実際に、途上国大都市に

は計画が進められているところは多い。例えば上海で

は公共交通分担率が、中心部において 30％、中心部か
らおよそ 20km の地点では 20％、50km ともなると

5％にまで低下する。これでは通勤利便性を今後維持で
きず、郊外における新拠点の形成も難しい。この状況を

打開するために現在、急ピッチで地下鉄路線の整備が進

められている。またバンコクは東京と同様、機能の一極

集中、ならびに財政面での制約から、中心部における交

通整備すらも十分に行われず、交通渋滞が深刻な問題と

なってきた。現在は中心部と郊外の拠点を結ぶ路線およ

び郊外の拠点どうしを結ぶ環状路線の公共交通整備が進

められている。イスタンブールでは、道路網整備が進ん

でいるためバスネットワークが充実し、公共交通分担率

は 40～60％を維持している。また広範囲において高水
準での通勤アクセシビリティを確保しているものの、輸

送容量が限界に近づきつつあり、現在は鉄道の整備が進

められている。 
こういった途上

分散集中型都市空間構造を構築するために必要なのは、

交通政策と立地誘導政策とがうまく補完しあうことによ

って、中心部および周辺部で新拠点としたい地区の通勤

利便性を確保し、そこに業務立地を促すことである。東

京大都市圏では、鉄道沿線で高い通勤利便性を確保して

おり、中心部からやや離れていても、その多くのゾーン

が2001年までにカテゴリー2に成長している。 
途上国大都市が現在抱える問題を解決し、持続

都市空間とするためには、公共交通を利用することが

通勤には便利だといえる都市空間構造を構築できるかど

うかが重要であると考えられる。 
   

図7 全通勤交通アクセシビリティ分布 
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